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昨年9月、翁長沖縄県知事は日本国の一つの県の首長でありながら、あたかも日本の
植民地の自治体のトップであるかのように、米国や国連人権理事会に足を運び、「日
本政府に人権や自己決定権（self- determination）をないがしろにされている」などと
訴えるなど、翁長外交ともいえる前代未聞の動きを始めています。これは、基地問題
を国際的少数民族にすり替え、沖縄を日本から分断させる最も危険な動きです。
この根底には、2008年に国連の人権規約委員会が日本政府に出した「日本政府は沖

縄の人々を公式に先住民と認め、文化や言語を保護するべき」との勧告があります。
それ以降、国連の人権関連の委員会や、ユネスコから同様の勧告は何度も出されてお
り、国連では沖縄県民は日本の少数民族（マイノリティー）だと認識されつづけてき
たのです。
これは、沖縄県民の全く知らないところで、反差別国際運動や市民外交センターな

ど東京に拠点を置く国連NGOが国連に働きかけた結果によるものです。このような
誤った認識を放置していると従軍慰安婦や南京大虐殺と同様、真っ赤な嘘であるにも
かかわらず、沖縄県民は日本人では無く先住民族だと国際的に認知されてしまいます。
これは、同じ日本民族であるにもかかわらず、「侵略した日本」と「侵略された沖
縄」と日本民族を分断する歴史戦です。
この国連勧告は沖縄県民の日本人としての誇りを著しく傷つけるものであり、昨年

12月22日、豊見城市議会では「国連各委員会の『沖縄県民は日本の先住民族』という
認識を改め、勧告の撤回を求める意見書」が採択され、外務省、内閣総理大臣、沖縄
県知事、国連人権理事会、国連人種差別撤廃委員会、国連脱植民地化特別委員会、国
連先住民族会議に提出されました。続いて、3月20日には県民有志約200人が集り「国
連先住民族勧告の撤回を実現させる沖縄県民の会」が発足し同様の意見書を残る沖縄
県40市町村で可決させることと全国の県議会、市町村議会に同様の意見書の採択の協
力を要請することが決議されました。
日本国民である私たちは、民族同胞である沖縄県民が反日勢力の手により、国際的

に先住民だと認知されている状況を看過するわけにはいきません。よって、日本民族
の総力をあげて、民族の分断を阻止するため、「国連先住民族勧告の撤回を実現させ
る国民の会」を発足する運びとなりました。全国の自治体で国連先住民勧告の撤回を
要求する意見書を採択するためには、多くの皆様のご理解とご協力が必要です。どう
か皆様のお力添えをお願い致します。
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